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１．地方公会計制度の背景 

 

税金を活動資源とする国・地方公共団体の活動は、国民・住民福祉の増進等を目的としており、予算

の議会での議決を通して、議会によるチェックが働く仕組みになっています。（財政民主主義）。このた

め、国・地方公共団体の会計では、予算の適正・確実な執行に資する観点から、現金の授受の事実を重

視する現金主義が採用されています。 

一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民・住民に対する説明責

任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、発生主義等の企業会計の考え方及び手法

を活用した財務書類の開示が推進されてきたところです。 

地方公会計は、発生主義により、ストック情報やフロー情報を総体的・一覧的に把握することにより、

現金主義会計による予算・決算制度を補完するものとして整備するものです。具体的には、発生主義

に基づく財務書類において、現金主義会計では見えにくい減価償却費などのコストや資産や負債と

いうストックを把握することで、中長期的な財政運営への活用の充実が期待できることや、そのよう

な発生主義に基づく財務書類を、現行の現金主義会計による決算情報等と対比させて見ることによ

り、財務情報の内容理解が深まるものと考えられます。 
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２．財務書類とは 

（１）財務書類の構成 

 

財務書類の体系は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計算書

及びこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書、注記となります。①～④の財務書類

は相互関係があり、以下の図の通りとなります。 

①貸借対照表  
②行政コスト 

計算書 
 

③純資産変動 

計算書 
 

④資金収支 

計算書 

資産 

負債 

 経常費用  前年度末残高  業務活動収支 

 

 経常収益 

 

純行政コスト  投資活動収支 

 臨時損失  財源  財務活動収支 

 臨時利益  
固定資産 

等の変動 
 前年度末残高 

純資産  純行政コスト  本年度末残高  本年度末残高 

 

 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年

度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資

産変動計算書の期末残高と対応します。 

 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 付属明細書は「財務書類作成要領」の様式第 5 号の通り作成します。（連結財務書類は作

成を省略しています） 

うち 

現金 

預金 
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財務書類の対象となる範囲について、以下の図の通り作成することとなります。 

 

 

本年度の財務書類は、上図の通り各会計の対象範囲にて作成しています。なお、奈良県市町村

総合事務組合の退職手当事業においてはみなし連結により財務書類を作成しています。 

  

 

● 社会福祉法人 桜井市社会福祉協議会  ● 財団法人 桜井市医療センター 

● 財団法人 桜井市清掃公社       ● 財団法人 桜井市文化財協会 

● 財団法人 桜井市体育協会        ● 桜井宇陀広域連合 

● 奈良県後期高齢者医療広域連合     ● 奈良県広域水質検査センター組合 

● 奈良県広域消防組合          ● 奈良県市町村総合事務組合 

 

● 下水道事業特別会計     ● 国民健康保険特別会計 

● 駐車場事業特別会計     ● 簡易水道事業特別会計 

● 介護保険特別会計      ● 後期高齢者医療特別会計 

● 水道事業会計 

 

● 一般会計    ● 住宅新築資金等貸付金特別会計 

連結会計 

 

一般会計等 

 

全体会計 
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連結対象先を合算した結果、内部取引を相殺する必要があります。この相殺については以下

の通り実施します。 

 

相殺対象 相殺対象外 

投資と資本の相殺消去 資産購入と売却の相殺消去 

貸付金・借入金の債権債務の相殺消去 委託料の支払と受取 

補助金支出と補助金収入 利息の支払と受取 

会計間の繰入れ・繰出し 

 

相殺対象と相殺対象外の区分については総務省公表の「連結財務書類作成の手引き」のＰ．27

の№81 に準拠しています。なお、相殺対象外の黄色マス分は該当取引自体がありませんでした。 

 

  【特記事項】 

 財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とします。ただし、出納整理期間中の現金

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。その場合、その旨及び

出納整理期間に係る根拠条文（地方自治法第２３５条の５等）を注記します。 

 財務書類の表示金額単位は、百万円とします。なお、百万円単位未満の計数があるときは「０」

を表示し、計数がないときは「－」を表示します。 

 説明中の数値は、四捨五入の関係上合計等が一致しない場合があります。 
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（２）勘定科目の説明 

 

貸借対照表 

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を

明らかにすることを目的として作成します。 

資産の部 

 固定資産 

  有形固定資産 

  事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

  インフラ資産 道路や下水道など性質が特殊なもので代替的利用ができな

いこと、移動させることができないこと、処分に関し制約を

うける有形固定資産 

  物品 地方自治法第２３９第１項に規定するもので、取得価額または

見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の車両・備品な

どの資産 

  無形固定資産 

  ソフトウェア コンピューターに一定の仕事を行わせるためのプログラム 

  その他 ソフトウェア以外の無形固定資産 

  投資その他の資産 

  投資及び出資金 有価証券・出資金であり、有価証券は満期保有目的有価証券

及び満期保有目的以外の有価証券。出資金には地方自治法

第２３８条第１項第７号により出損金も含む。 

  投資損失引当金 出資金の内、連結対象団体及び会計に対するものについて、

実質価額が３０％以上低下した場合に、実質価額と取得価額

の差額 

  長期延滞債権 債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権 

  長期貸付金 地方自治法第２４０条第１項に規定する債権である貸付金の

内、流動資産に区分されるもの以外のもの 

  基金 基金の内、流動資産に区分されるもの以外のもの 

  徴収不能引当金 長期延滞債権・長期貸付金が徴収不能になった場合に備え、

過去の徴収不能実積率により算定したもの 
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 流動資産 

  現金預金 現金及び現金同等物 

  未収金 現年調定の収入未済額 

  短期貸付金 翌年度に償還期限が到来するもの 

  基金 財政調整基金及び減債基金。減債基金は１年に取り崩す予定

のあるもの。 

  棚卸資産 売却を目的として保有している資産 

  徴収不能引当金 未収金・短期貸付金が徴収不能となった場合に備え、過去の

徴収不能実積率により算定したもの 

負債の部 

 固定負債 

  地方債 償還予定が１年超の地方債 

  長期未払金 地方自治法第２１４条に規定する債務負担行為で確定債務と

見なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区

分されるもの以外のもの 

  退職手当引当金 期末時点で職員が自己都合退職した場合の要支給額 

 流動負債 

  １年内償還予定地方債 １年以内に償還予定の地方債 

  未払金 役務の提供が完了しその支払いが未済のもの 

  未払費用 役務の提供が継続中でその支払いが未済のもの 

  前受金 対価の収受があり役務の提供を行っていないもの 

  前受収益 対価の収受があり役務の提供が継続中のもの 

  賞与等引当金 在籍者に対する６月支給予定の期末・勤勉手当総額とそれら

に係る法定福利費相当額を加算した額の４／６ 

  預り金 第三者から寄託された資産に係る見返負債 

純資産の部 

  固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積 

  余剰分（不足分） 費消可能な資源の蓄積 
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行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的と

して作成します。 

経常費用 

 業務費用 

  人件費 

  職員給与費 職員給与や共済費など職員等に対して勤労の対価や報酬とし

て支払われる費用 

  賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額 

  退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該会計年度発生額 

  その他 上記以外の人件費 

  物件費等 

  物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費、使用料及び賃借料、光

熱水費など消費的性質の経費で資産計上されないもの 

  維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等 

  減価償却費 一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担と

なる資産価値減少金額 

  その他 上記以外の物件費等 

  その他の業務費用 

  支払利息 地方債等に係る利息負担金額 

  徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該会計年度発生額 

  その他 上記以外のその他の業務費用 

 移転費用 

  補助金等 一部事務組合への負担金など政策目的による補助金等 

  社会保障給付 福祉医療や児童手当、障害者支援など社会保障給付としての扶

助費等 

  他会計への繰出金 国民健康保険特別会計や水道事業会計など地方公営事業会計

に対する繰出金 

  その他 上記以外の移転費用 

経常収益 

 使用料及び手数料 地方公共団体が提供するサービスの対価として使用料・手数料

の形態で徴収する金銭 

 その他 上記以外の経常収益 
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臨時損失 

 災害復旧事業費 災害復旧に関する費用 

 資産売却損 資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除

却した資産の除却時の帳簿価額 

 投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該会計年度発生額 

 その他 上記以外の臨時損失 

臨時利益 

 資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 

 その他 上記以外の臨時利益 

 

 

 

純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決定

またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原因・財源及びそ

の他の純資産増加原因の取引高）を明らかにすることを目的として作成します。 

純行政コスト 

 純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストと連動 

財源 

 税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

 国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金等 

固定資産等の変動（内部変動） 

 有形固定資産等の増加 有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加

額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出

した金額 

 有形固定資産等の減少 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売

却による減少額または有形固定資産及び無形固定資産の売却

収入、除売却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当

額 

 貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸

付金・基金等のために支出した金額 

 貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の

償還収入及び基金の取崩収入相当額等 
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資産評価差額 

 資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 

 無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

その他 

 その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動 

 

 

資金収支計算書 

地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者（首長、議会、補助機関等）の活動

に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成します。 

業務活動収支 

 業務支出 

  業務費用支出 

  人件費支出 人件費に係る支出 

  物件費等支出 物件費等に係る支出 

  支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出 

  その他の支出 上記以外の業務費用支出 

  移転費用支出 

  補助金等支出 補助金等に係る支出 

  社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出 

  他会計への繰出支出 他会計への繰出に係る支出 

  その他の支出 上記以外の移転費用支出 

 業務収入 

  税収等収入 税収等の収入 

  国県等補助金収入 国県等補助金の内、業務支出の財源に充当した収入 

  使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入 

  その他の収入 上記以外の業務収入 

 臨時支出 

  災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出 

  その他の支出 上記以外の臨時支出 

 臨時収入 

  臨時収入 臨時にあった収入 
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投資活動収支 

 投資活動支出 

  公共施設等整備費支出 有形固定資産等の形成に係る支出 

  基金積立金支出 基金積立に係る支出 

  投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出 

  貸付金支出 貸付金に係る支出 

  その他の支出 上記以外の投資活動支出 

 投資活動収入 

  国県等補助金収入 国県等補助金の内、投資活動支出の財源に充当した収入 

  基金取崩収入 基金取崩による収入 

  貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入 

  資産売却収入 資産売却による収入 

 その他の収入 上記以外の投資活動収入 

財務活動収支 

 財務活動支出 

  地方債償還支出 地方債に係る元本償還の支出 

  その他の支出 上記以外の財務活動支出 

 財務活動収入 

  地方債発行収入 地方債発行による収入 

 その他の収入 上記以外の財務活動収入 
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３．桜井市の財務書類について 

（１）貸借対照表 

 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産の部    

 固定資産 57,608 82,257 84,325 

  有形固定資産 50,913 79,573 80,897 

   事業用資産 32,487 32,582 33,668 

   インフラ資産 18,095 46,639 46,639 

   物品 331 352 590 

  無形固定資産 659 741 747 

  投資その他の資産 6,037 1,944 2,682 

 流動資産 1,676 4,047 4,548 

  現金預金 696 2,290 2,669 

  未収金 58 309 343 

  基金 901 1,338 1,425 

  その他流動資産 21 110 111 

資産合計 59,284 86,305 88,874 

負債の部    

 固定負債 21,503 37,024 38,753 

  地方債 18,315 30,221 31,237 

  退職手当引当金 2,967 3,317 4,030 

  その他固定負債 221 3,487 3,487 

 流動負債 3,315 4,472 4,744 

  １年内償還予定地方債 2,975 3,835 3,869 

  賞与等引当金 236 259 304 

  その他流動負債 105 378 572 

負債合計 24,818 41,497 43,497 

純資産の部    

 
固定資産等形成分 58,527 83,613 85,769 

余剰分（不足分） ▲24,062 ▲38,805 ▲40,392 

純資産合計 34,466 44,808 45,376 

負債・純資産合計 59,284 86,305 88,874 

 

（単位：百万円） 
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（２）行政コスト計算書 

 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

経常費用 20,466 34,257 40,872 

 業務費用 10,743 13,295 14,927 

  人件費 4,444 4,690 5,777 

   職員給与費 3,048 3,257 4,164 

   その他人件費 1,396 1,433 1,613 

  物件費等 5,954 7,954 8,348 

   物件費 3,522 4,361 4,662 

   維持補修費 520 624 646 

   減価償却費 1,907 2,965 3,036 

   その他物件費 4 4 4 

  その他の業務費用 345 651 802 

 移転費用 9,722 20,961 25,945 

  補助金等 3,001 16,194 14,194 

  社会保障給付 4,695 4,702 11,651 

  その他移転費用 2,026 65 97 

経常収益 1,101 2,800 3,443 

 使用料及び手数料 644 2,273 2,279 

 その他経常収益 457 527 1,164 

純経常行政コスト 19,365 31,457 37,429 

臨時損失 － 209 212 

臨時利益 109 141 142 

純行政コスト 19,257 31,525 37,499 

 

  

（単位：百万円） 
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（３）純資産変動計算書 

 

一般会計等 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 32,363 57,539 ▲25,176 

純行政コスト ▲19,257  ▲19,257 

財源 21,425  21,425 

 税収等 15,743  15,743 

 国県等補助金 5,682  5,682 

固定資産等の変動（内部変動）  1,054 ▲1,054 

 有形固定資産等の増加  677 ▲677 

 有形固定資産等の減少  ▲1,777 1,777 

 貸付金・基金等の増加  3,196 ▲3,196 

 貸付金・基金等の減少  ▲1,043 1,043 

その他 ▲65 ▲65 － 

本年度純資産変動額 2,103 988 1,115 

本年度末純資産残高 34,466 58,527 ▲24,062 

 

全体会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 45,080 85,715 ▲40,636 

純行政コスト ▲31,525  ▲31,525 

財源 31,318  31,318 

 税収等 21,165  21,165 

 国県等補助金 10,153  10,153 

固定資産等の変動（内部変動）  ▲2,037 2,037 

 有形固定資産等の増加  1,446 ▲1,446 

 有形固定資産等の減少  ▲3,044 3,044 

 貸付金・基金等の増加  993 ▲993 

 貸付金・基金等の減少  ▲1,432 1,432 

その他 ▲65 ▲65 － 

本年度純資産変動額 ▲272 ▲2,102 1,831 

本年度末純資産残高 44,808 83,613 ▲38,805 

 

連結会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 

前年度末純資産残高 45,598 87,085 ▲41,487 

純行政コスト ▲37,499  ▲37,499 

財源 37,283  37,283 

 税収等 24,201  24,201 

 国県等補助金 13,082  13,082 

固定資産等の変動（内部変動）  ▲1,310 1,310 

 有形固定資産等の増加  2,343 ▲2,343 

 有形固定資産等の減少  ▲3,347 3,347 

 貸付金・基金等の増加  1,171 ▲1,171 

 貸付金・基金等の減少  ▲1,477 1,477 

その他 ▲6 ▲6 0 

本年度純資産変動額 ▲221 ▲1,316 1,095 

本年度末純資産残高 45,376 85,769 ▲40,392 

（単位：百万円） 
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（４）資金収支計算書 

 

勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務活動収支    

 業務支出 18,774 31,514 38,041 

  業務費用支出 9,051 10,552 12,095 

  移転費用支出 9,722 20,961 25,945 

 業務収入 18,803 32,370 38,997 

 臨時支出 － － － 

 臨時収入 1,027 1,037 1,038 

業務活動収支 1,056 1,892 1,995 

投資活動収支    

 投資活動支出 1,445 2,213 3,054 

  公共施設等整備費支出 785 1,553 2,220 

  基金積立金支出 555 555 729 

  その他投資活動支出 105 105 105 

 投資活動収入 1,283 1,757 1,802 

  国県等補助金収入 299 586 586 

  基金取崩収入 755 942 987 

  その他投資活動収入 229 229 229 

投資活動収支 ▲161 ▲456 ▲1,252 

財務活動収支    

 財務活動支出 2,857 4,162 4,178 

  地方債償還支出 2,723 3,898 3,915 

  その他財務活動支出 134 263 263 

 財務活動収入 1,679 2,771 3,399 

  地方債発行収入 1,627 2,598 3,226 

  その他財務活動収入 52 173 173 

財務活動収支 ▲1,178 ▲1,391 ▲779 

本年度資金収支額 ▲283 45 ▲37 

前年度末資金残高 926 2,192 2,650 

本年度末資金残高 643 2,237 2,613 

本年度末現金預金残高 696 2,290 2,669 

 

  

（単位：百万円） 
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４．財務書類分析 

（１）財務指標分析 

 

資産形成度 ： 将来世代に残る資産はどのくらいあるか 

 有形固定資産の行政目的別割合 

割合 （一般会計等ベース） 

生活インフラ・国土保全 46.12％ 産業振興 3.61％ 

教育 27.82％ 消防 0.76％ 

福祉 3.42％ 総務 6.35％ 

環境衛生 11.93％ 合計 100.00％ 

 
（全体会計ベース） 

生活インフラ・国土保全 29.97％ 産業振興 2.31％ 

教育 17.80％ 消防 0.49％ 

福祉 2.19％ 総務 4.06％ 

環境衛生 43.18％ 合計 100.00％ 

 

生活インフラ・国土保全 道路、橋梁、公園、下水道、公営住宅など 

教育 小学校、中学校、図書館など 

福祉 保育園、人権ふれあいセンター、老人憩いの家など 

環境衛生 グリーンパーク、火葬場、水道など 

産業振興 埋蔵文化ｾﾝﾀｰ、観光ｾﾝﾀｰ、まほろばｾﾝﾀｰなど 

消防 各地域分団、消防車、防火水槽など 

総務 庁舎、普通財産、その他上記以外の資産など 

計算式 各行政目的別資産額 ÷ 有形固定資産合計 

コメント 行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握が可能となります。また、類似団

体との比較により資産形成の特徴を把握し、今後の資産整備の方向性を検討

する資料となります。 

生活インフラ・国土保全 教育 

福祉 環境衛生 

産業振興 消防 

総務 

生活インフラ・国土保全 教育 

福祉 環境衛生 

産業振興 消防 

総務 
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 住民一人当たり資産額 

金額 一般会計等 1,015 千円 

全体会計  1,478 千円 

連結会計  1,522 千円 

計算式 資産合計額 ÷ 住民基本台帳人口 

コメント 桜井市所有の資産を住民一人当たりの金額を算出したものです。 

 

 歳入額対資産比率 

比率 一般会計等 4.79 年 

全体会計  4.14 年 

計算式 （固定資産等形成額 ＋ 減価償却累計額） ÷ 当該年度歳入合計 

コメント これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを

表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。 

 

 有形固定資産減価償却率 

比率 一般会計等 63.63％ 

全体会計  56.34％ 

全体会計ベースによる行政目的別内訳 

 

計算式 減価償却累計額 ÷ （有形・無形固定資産取得価額 － 非償却資産額） 

コメン

ト 

耐用年数に対して資産（土地や建設仮勘定等以外）の取得からどの程度経過して

いるのかを全体として把握することができます。 

 

  

0.00%
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40.00%

60.00%

80.00%

生活ｲﾝﾌﾗ 

・国土保全 

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 
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世代間公平性 ： 将来世代と現世代との負担の分担は適切か 

 純資産比率 

比率 一般会計等 58.14％ 

全体会計  51.92％ 

連結会計  51.06％ 

計算式 純資産合計 ÷ 資産合計 

コメント 資産形成について過去及び現世代が既に負担してきた割合を表しています。 

経年比較することで現世代と将来世代の負担の割合を表すものとなります。 

 

 社会資本等形成の世代間負担比率 

比率 一般会計等 41.28％ 

全体会計  42.40％ 

連結会計  43.00％ 

計算式 （地方債 ＋ １年内償還予定地方債） ÷ （有形固定資産 ＋ 無形固定資産） 

コメント 社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができ、純資産比

率と合わせて見ていく必要がある比率です。社会資本等の資産をもつために地

方債に頼りすぎると、この比率は高くなっていきます。 

 

持続可能性 ： 財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） 

 住民一人当たり負債額 

金額 一般会計等 425 千円 

全体会計  711 千円 

連結会計  750 千円 

計算式 負債合計額 ÷ 住民基本台帳人口 

コメント 桜井市が抱える負債を住民一人当たりの負担額を表したものです。 

 

 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

金額 一般会計等 1,120 百万円 

全体会計  1,902 百万円 

連結会計  1,208 百万円 

計算式 業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支 

コメント 地方債の発行に頼らずに歳入歳出のバランスが均衡できているかを表すものと

なります。この数値がマイナスであると、地方債発行を行わなければ支出金額を

賄えなかったことを示しています。 
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 債務償還可能年数 

年数 一般会計等 19.23 年 

全体会計  17.25 年 

連結会計  16.85 年 

計算式 （地方債残高 － 減債基金 － 財政調整基金） ÷ 業務活動収支 

コメント 地方債が償還財源上限額の何年分あるかを示す指標で、債務償還能力は、債務

償還可能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど低いといえます。 

 

効率性 ： 行政サービスは効率的に提供されているか 

 住民一人当たり純行政コスト 

金額 一般会計等 330 千円 

全体会計  540 千円 

連結会計  642 千円 

計算式 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口 

コメント 地方公共団体の全ての行政活動の効率性を測定することができます。フルコ

ストによる一人当たりの金額を算出します。 

 

 住民一人当たり性質別行政コスト 

金額 人件費 

一般会計等 76 千円 

全体会計  80 千円 

連結会計  99 千円 

 

物件費等（減価償却費を除く） 

一般会計等 69 千円 

全体会計  85 千円 

連結会計  91 千円 

 

減価償却費 

一般会計等 33 千円 

全体会計  51 千円 

連結会計  52 千円 

補助金等 

一般会計等  51 千円 

全体会計  277 千円 

連結会計  243 千円 

 

社会保障給付 

一般会計等  80 千円 

全体会計   81 千円 

連結会計  200 千円 

計算式 各性質別コスト ÷ 住民基本台帳人口 

コメント 各性質別（人件費、物件費等など）の住民一人当たりの金額を算出すること

で、「住民一人当たり行政コスト」をより詳細に把握することができます。 
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弾力性 ： 資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか 

 行政コスト対税収等比率 

比率 一般会計等 111.26％ 

全体会計   99.34％ 

連結会計   99.42％ 

計算式 純行政コスト ÷ （税収等 ＋ 国県等補助金） 

コメント 純経常行政コストに対してどれだけが今年度の負担（税収等や国県等補助

金）で賄われたかを表しています。この比率が１００％に近づくほど資産形成

の余裕度が低く、１００％を上回ると過去から蓄積した資産が取崩されたか、翌

年度以降の負担が増加したことを表します。 

 

自律性 ： 歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか） 

 受益者負担比率 

比率 一般会計等 5.38％ 

全体会計  8.17％ 

連結会計  8.42％ 

計算式 経常収益 ÷ 経常費用 

コメント 経常収益（使用料・手数料など）を経常費用（人件費・物件費等など）と比較するこ

とで行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができま

す。 

 

 【備考】 

住民一人当たりの額を計算する場合、平成２８年度末（平成２９年３月３１日）の住民基本

台帳人口 ５８，３８６人 を用いています。 
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（２）固定資産台帳分析 

 

 固定資産更新コスト（４０年間の年間平均額） 

 

 

年度 事業用資産 インフラ資産 その他 合計 年平均 

～2016 3,727 7,423 3,249 14,399  

2017～2021 8,735 2,831 1,122 12,688 2,538 

2022～2026 4,933 4,712 1,051 10,696 2,139 

2027～2031 7,114 9,269 443 16,826 3,365 

2032～2036 3,976 19,362 47 23,385 4,677 

3037～2041 5,942 12,416 123 18,481 3,696 

2042～2046 2,537 12,571 55 15,163 3,033 

2047～2051 1,801 17,085 40 18,926 3,785 

 

0 5000 10000 15000 20000 25000
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（単位：百万円） 


